
3931 3780 3891 3904 

1471 1331 1409 1431 

1416 1292 1404 1342 

1233 1240 1352 1329 

3,537  3,529  3,563  3,521  

11588 11172 11619 11527 

H24 H25 H26 H27

小売業 

 
 近年の労働災害発生状況については、飲食店、社会福祉施設では増加、小売業は高止まり。 

 小売業、飲食店、社会福祉施設のいずれにおいても、「転倒」が約３分の１。 

 小売業では、「転倒」に次ぎ「動作の反動・無理な動作」（腰痛）、「交通事故（道路）」が多い。 

 飲食店では、「転倒」に次ぎ包丁等での「切れ･こすれ」、「高温低温との接触」（やけど）、腰痛多い。 

 社福施設では、「動作の反動・無理な動作」（腰痛）が大幅増。「転倒」、「交通事故（道路）」が多い。 

災害の傾向 

転倒 

動作の反動・ 
無理な動作 

交通事故 
（道路） 

墜落・転落 

その他 

1702 1793 1908 2028 

1921 1972 2049 2164 

345 395 441 434 
335 326 370 423 1,315  1,320  

1,357  
1,413  

5618 5806 
6125 

6462 

H24 H25 H26 H27

転倒 

動作の反動・ 
無理な動作 

交通事故 
（道路） 

墜落・転落 

その他 

1051 1044 943 1082 

963 1070 1094 1092 

614 606 667 688 
282 239 292 

341 
906  942  903  

904  

3816 3901 3899 
4107 

H24 H25 H26 H27

切れ・こすれ 

転倒 

高温・低温の
物との接触 

動作の反動・ 
無理な動作 

その他 

飲食店 社会福祉施設 
労働災害発生状況（27年確定値） 

○転倒災害防止・腰痛予防は共通の課題 
 小売業、飲食店、社福施設のいずれでも「転倒」災害が約３分の１。「腰痛」は増加傾向。 
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死傷年千人率 
（27年） 

２．３ 

２．１ 

２．０ 

８．２ 

２．２ 

○労働者の安全確保に係る事業者の意識が低い 

  死亡災害等重大な災害の発生件数が少なく、労働災害発生率が低い傾向。 

第三次産業における安全衛生の課題（小売業,飲食店,社会福祉施設） 
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（参考）陸上

貨物運送事業 

社会福祉施設 

小売業 

飲食店 

被災程度別労働災害発生状況（27年） 
４日以上 ２週以上 １月以上 ３月以上 ６月以上 死亡 

（出典）労働者死傷病報告、労働力調査 



○事業場の安全管理が適切に実施されていない(安全担当者不在) 
 事業場における安全の担当者（安全推進者）については、厚生労働省委託事業による実態把握

（個別コンサルティングの対象事業場）によると、その選任が進んでいるとは言い難い状況。 
 また、直近の調査結果では、社会福祉施設における安全推進者の選任は低調（H28中災防）。 
 ⇒ 安全担当者（安全推進者）の配置をすることが必要。 

安全の担当者（安全推進者）を配置
する事業場の割合 

安全推進者を選任
する事業場の割合 

配置 
配置予定 
（検討中） 

配置する 
予定なし 

厚生労働省委託事業
による実態把握 

（※第三次産業労働災
害防止対策支援事業） 

社会福祉施設（27年度） 
（対象330事業場） 

３８．５％ ３６．７％ １７．９％ － 

飲食店（27年度） 
（対象247事業場） 

３１．９％ ３７．５％ ２１．１％ － 

飲食店（26年度） 
（対象300事業場） 

４９．７％ ４２．３％ ８．０％ － 

小売業（26年度） 
（対象402事業場） 

３７．０％ － 
４３．８％ 

(配置なし) 
－ 

社会福祉施設安全衛
生対策実態調査（28年
中央災害防止協会） 

社会福祉施設 
（対象3,337事業場） 

－ ２９．２％ 

（参考）安全衛生推進者又は衛生推進者を選任している事業場の割合（労働安全衛生基本調査（平成22年）） 
   （調査産業計）４３．０％ （道路貨物運送業）６１．６％  （卸売業・小売業）３３．６％ （飲食店等）３３．１％ 
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○現場の安全衛生ノウハウの共有と社内･業界への波及が課題 
  教育の実施は低調 （小売業）。非正規を安衛活動に参加させるためには、企業の配慮が必要。 

安全衛生教育を 
実施している 

新規雇入れ者を対象に雇入れ時教育を実施した事業場割合 

常用労働者 臨時・日雇い労働者 

  織物、飲食料品その他小売業 ６６．９％ ５８．６％ １０．７％ 

  医療、福祉 ７９．４％ ６５．４％ １４．４％ 

  飲食店 ９０．１％ ７３．６％ ２４．５％ 

  道路貨物運送業 ９７．２％ ９３．５％ ２９．０％ 

調査産業計 ７７．１％ ６５．７％ １６．５％ 

安全衛生活動とは、安全
衛生委員会、４Ｓ活動、安
全衛生ミーティング、ＫＹ活
動、ヒヤリハット報告、巡
視、ＲＡ，表彰等を指す。 

非正規労働者を安全衛生活動に参加させていない理由（複数回答）として挙げた事業場割合 

勤務時間帯、
曜日がばら
ばらのため 

短期間で辞める 
者多く、入れ替 
わり激しいため 

勤務中に作業以外
の活動を行わせる余
裕がないため 

危険な作業には従事し
ていないため 

安全衛生活動は
特に実施していな
いため。 

  織物、飲食料品 
  その他小売業 

１６．５％ １１．６％ ４．９％ ３１．９％ １３．０％ 

  医療、福祉 １７．９％ ０．４％ １１．８％ １４．４％ １０．５％ 

  飲食店 ２０．８％ １７．８％ １１．６％ ２５．０％ ２４．４％ 

  道路貨物運送業 １４．４％ ８．３％ － １０．１％ － 

調査産業計 ８．７％ ５．３％ ５．１％ ２２．８％ １２．０％ 

（出典）労働安全衛生基本調査（平成26年） 
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○非正規雇用の割合が高い。小売業・飲食店の事業場は比較的 
小規模の傾向。社福施設は、事業所数・従業者数ともに大幅増。 
 雇用者（除く役員）のうち正規職員・従業員の占める割合が低く、非正規雇用の割合が高い。 
 小売業・飲食店では、全産業と比較すると、１事業所所当たりの従業者数は少ない。 
 社会福祉施設では、事業所数・従業者数ともに大幅に増加している。（21年と26年の比較） 

雇用者（除く役員）のう
ち正規職員・従業員の
占める割合（※３） 

１事業所当たり 
従業者数（※４） 

（２６年） 

事業所数（２６年） 
事業所数の増減率 
（２６年／２１年比） 

（※５） 

従業者数（２６年） 
従業者数の増減率 
（２６年／２１年比） 

（※５） 

  小売業（※１） ３９％     ７．８人   
 １，０２５，０５８所 
    （▲１１％） 

  ８，０２３，３６６人 
      （▲６％） 

  社会保険・社会福祉・介護事業 ５３％    ２０．５人 
   １８３，２７５所 
    （＋４１％） 

  ３，７５１，５６３人 
     （＋３６％） 

  飲食店 ２４％     ６．８人 
   ６１９，７１１所 
     （▲８％） 

  ４，２３１，４３２人 
      （▲４％） 

  道路貨物運送業 ７１％     ２２．２人   
    ２５，２０４所 
    （▲６７％） 

    ５５９，５８４       
      （▲６９％） 

全産業（※２） ６３％       １０．５人   
５，６４９，６３２所 

  （▲６％） 
 ５９，８９２，２７４人 

    （▲２％） 

（出典）労働力調査（平成27年）、経済センサス（平成21年、平成26年） 

第三次産業における事業者の実態（小売業,飲食店,社会福祉施設） 

【注】（※１）各種商品、織物・衣服・身の回り品、飲食料品、機械器具等小売業に係る各業種を合算して算出、 
   （※２）経済センサスの「全産業（S公務を除く）」の値を引用、（※３）労働力調査Ⅰ－Ｂ－第４表の値を引用、 
   （※４）経済センサス第２表の値を引用、（※５）経済センサス第２表の値より算出 


